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国民年金制度は、全ての国民を対象に、老齢、障害又は死亡による所得

の喪失又は減少により国民生活の安定が損なわれることを国民の共同連

帯により防止し、健全な国民生活の維持及び向上に寄与することを目的と

する、政府が管掌する公的年金制度である。 

国民年金の保険者は政府（厚生労働省）であり、国民年金事業の財政責

任と管理責任を負っているが、国民年金の適用、年金保険料の徴収、年金

給付の裁定、給付等の事務の権限は、国民年金法（昭和 34 年法律第 141

号）及び日本年金機構法（平成 19 年法律第 109 号）の規定に基づき、厚

生労働大臣から、平成 22 年 1 月に発足した日本年金機構（以下「機構」

という。）に委任又は委託され、機構がこれらの事務を実施している。 

厚生労働大臣が定める、3 年以上 5 年以下の期間において機構が達成す

べき業務運営に関する目標（以下「中期目標」という。現中期目標は平成

26 年 4 月 1 日から 31 年 3 月 31 日までを目標期間とするもの）では、国民

年金保険料の収納対策が「従来からの懸案事項」とされ、低水準にとどま

っている保険料納付率の速やかな引上げが求められている。このため、機

構では、中期目標を達成するために定めた計画（以下「中期計画」という。

現中期計画は平成 26 年 4 月 1 日から 31 年 3 月 31 日までを計画期間とす

るもの）において、効果的かつ効率的な納付督励の実施、保険料納付義務

の免除・猶予制度の利用促進等の収納対策を進めることで、目標期間中、

現年度納付率について 60％台半ばを、最終納付率について各年度の現年度

納付率から 5 ポイント程度の伸び幅を確保することを目指すこととしてい

る。 

一方で、保険料の納付義務を免除・猶予された期間がある場合には、保

険料を全額納付した場合と比べ将来受け取れる年金額が低くなることか

ら、当該期間の保険料について後から納付（追納）する制度が設けられて

いるが、その利用状況等は明らかになっていない。 

また、中期目標においては、年金業務に対する国民の信頼回復の観点か

ら、正確な事務処理、国民の視点に立ったサービスの向上が求められてい



るが、従来から、既に死亡した親族を生存しているように装った不正受給

事案が発生しているほか、当省の行政相談には、国民年金業務の運営に関

する苦情等事案が寄せられている。 

この行政評価・監視は、以上のような状況を踏まえ、機構における中期

計画等に基づく業務運営を評価するとともに、保険料納付率の向上、無年

金者及び低年金者の発生抑止並びに機構への信頼性の向上を図る観点か

ら、国民年金の適用、国民年金保険料の収納その他の業務運営の状況を調

査し、関係行政の改善に資するために実施したものである。 
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